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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第64期
第２四半期
累計期間

第65期
第２四半期
累計期間

第64期
第２四半期
会計期間

第65期
第２四半期
会計期間

第64期

会計期間

自  平成20年
    10月１日
至  平成21年
    ３月31日

自  平成21年
    10月１日
至  平成22年
    ３月31日

自  平成21年
    １月１日
至  平成21年
    ３月31日

自  平成22年
    １月１日
至  平成22年
    ３月31日

自  平成20年
    10月１日
至  平成21年
    ９月30日

売上高 (千円) 22,556,29720,191,21114,605,81313,558,58937,970,404

経常利益 (千円) 566,125 224,070 984,900 716,528 60,932

四半期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) 153,667 89,509 553,342 403,156△88,948

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 1,083,5001,083,5001,083,500

発行済株式総数 (株) ― ― 8,701,2288,701,2288,701,228

純資産額 (千円) ― ― 6,577,0776,499,2606,389,346

総資産額 (千円) ― ― 25,701,10325,317,17622,592,990

１株当たり純資産額 (円) ― ― 771.79 763.10 750.14

１株当たり四半期純利益
金額又は当期純損失金額
(△)

(円) 18.03 10.51 64.93 47.33 △10.44

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 6.00 6.00 6.00 6.00 12.00

自己資本比率 (％) ― ― 25.59 25.67 28.28

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,346,469△516,264 ― ― △937,200

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △37,761 22,726 ― ― 189,109

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △101,897△51,382 ― ― △154,941

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,272,2861,310,4621,855,383

従業員数 (名) ― ― 1,064 1,080 1,098
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(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結累計(会計)期間等に係る主要な経営指標等

の推移については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

また、第64期については１株当たり当期純損失が計上されているため記載しておりません。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、損益等からみて重要性の乏しい関連会社のみであるため記載し

ておりません。

５．従業員数は就業人員であります。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成22年３月31日現在

従業員数(名) 1,080

(注) 従業員数は就業人員であります。

　

　

EDINET提出書類

扶桑電通株式会社(E03264)

四半期報告書

 3/26



第２ 【事業の状況】

１ 【受注及び販売の状況】

　当社は、事業の種類別セグメント情報を記載しておりませんので、事業部門別に記載しております。

　

(1) 受注実績

当第２四半期会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

部　　　門 品　　　　目
受注高
(千円)

前年同四半期比
(％)

受注残高
（千円)

前年同四半期比
(％)

通信機器 通信機器設備 4,482,865 87.0 4,204,018 85.1

　
販売手数料 13,239 136.3 1,288 904.5

　
小　　計 4,496,105 87.1 4,205,306 85.1

 電子機器 電算機 3,237,574 153.3 2,323,573 135.7

　 システムソフト開発 584,136 79.9 965,802 100.9

　 販売手数料 43,412 118.6 ― ―

　 小　　計 3,865,122 134.3 3,289,375 123.2

 ＯＡ機器 ＯＡ機器 1,176,516 113.6 516,748 143.4

　 サプライ用品 158,744 115.6 4,706 146.0

　 小　　計 1,335,261 113.8 521,455 143.5

 保　　守 通信機器設備保守 346,531 98.7 ― ―

　 電算機・ＯＡ機器設備保守 1,374,234 97.3 20,519 2231.0

　 小　　計 1,720,765 97.6 20,519 2231.0

合　　　　計 11,417,255 104.0 8,036,656 100.8

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2) 販売実績

当第２四半期会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

部　　　　門 品　　　　目 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

通 信 機 器 　通信機器設備 6,867,215 97.5

　
　販売手数料 11,951 124.9

　
小　　　計 6,879,167 97.6

電 子 機 器 　電算機 2,912,862 78.6

　 　システムソフト開発 593,226 71.5

　 　販売手数料 43,412 79.9

　 小　　　計 3,549,501 77.3

Ｏ Ａ 機 器 　ＯＡ機器 1,265,235 119.7

　 　サプライ用品 161,071 116.2

　 小　　　計 1,426,306 119.3

保　   　守 　通信機器設備保守 346,531 98.7

　 　電算機・ＯＡ機器設備保守 1,357,083 95.6

　 小　　　計 1,703,614 96.2

　　合　　　　計 13,558,589 92.8

(注)１.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　２.システム導入および更新時期が、お客様の決算期である３月、９月に集中する傾向にあるため、当社の売上高は第２

四半期、第４四半期に集中、増加する特性があります。

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又

は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第２四半期会計期間(自 平成22年１月１日　至 平成22年３月31日)におけるわが国経済は、海外輸出

の増加や企業収益の改善など一部に持ち直しの動きが見られるものの、厳しい雇用情勢が続いており依

然として景気の先行きが不透明な状況で推移いたしました。

　当社が位置するＩＴ(情報技術)業界においては、企業のＩＴ投資縮小や情報通信機器の更新時期を先延

ばしするなど投資抑制が悪影響を与え、さらに同業他社との低価格競争の激化など経営環境は一段と厳

しい状況が続いております。このような環境のなか、当社は経営方針に基づく中長期経営戦略を的確に実

践するとともに、首都圏、関西圏を中心に業績の拡大を図り、各地方店所においてはそれぞれの地域の特

性にあった得意ビジネスの拡販に取組んでまいりました。

　当第２四半期会計期間の業績につきましては、前年同四半期に比べ主たる事業基盤でありますネット

ワークにおいて、公共関連ビジネスなどの売上高は順調に推移したものの、電力ビジネスなどの一部売上

延伸やファシリティビジネスにおけるＬＥＤ照明器具販売の全国展開への取組みの遅れなどにより、伸

び悩み傾向で推移いたしました。ソリューションにおいては、景気停滞の影響を受けて需要は低迷し、イ

ンフラ再構築商談などの減少に加えて売上時期の延伸などにより売上高は低調に推移いたしました。ま

た、サポートサービスにおいてはストックビジネスの拡大を目指し、ソフトウェア保守としてのヘルプデ

スクサービス、運用支援サービスなど扶桑ＬＣＭサービスの拡販につとめ売上拡大を図ってまいりまし

た。

　一方、ＯＡ機器においては公共関連ビジネスなどのパソコンやサーバが順調に推移したことから売上高

は拡大いたしました。

　この結果、当第２四半期会計期間の業績は四半期業績の特性もあり、受注高11,417百万円(前年同四半期

比104.0％)、売上高13,558百万円(前年同四半期比92.8％)となりました。利益につきましては、原価率の

低減および販売管理費の削減につとめてまいりましたが、営業利益664百万円(前年同四半期比70.4％)、

経常利益716百万円(前年同四半期比72.8％)、四半期純利益は403百万円(前年同四半期比72.9％)となり

ました。

　

当第２四半期会計期間の部門別売上高は、通信機器部門6,879百万円(前年同四半期比97.6％)、電子機

器部門3,549百万円(前年同四半期比77.3％)、ＯＡ機器部門1,426百万円(前年同四半期比119.3％)、保守

部門1,703百万円(前年同四半期比96.2％)となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末の総資産は、25,317百万円となり、前事業年度末に比べ2,724百万円の増加と

なりました。総資産の主な増加理由は、四半期末の売上増により売掛金が増加したことなどによるもので

す。

　負債につきましては、18,817百万円となり、前事業年度末に比べ2,614百万円の増加となりました。負債

の主な増加理由は、四半期末の仕入増により買掛金が増加したことなどによるものです。

　純資産につきましては、6,499百万円となり、前事業年度末に比べ109百万円の増加となりました。純資産

の主な増加理由は、その他有価証券評価差額金が減少する一方、四半期純利益の計上による繰越利益剰余

金の増加などによるものです。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物の期末残高（以下「資金」という。）は、前事業

年度末に比べ544百万円減少し、1,310百万円となりました。

　

当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は、次のとおりであ

ります。

　

〔営業活動によるキャッシュ・フロー〕　　

営業活動で得た資金は、前年同四半期に比べ386百万円増加し104百万円となりました。主な要因は、当

第２四半期の税引前四半期純利益が702百万円であったことと、売上債権および仕入債務の増加、法人税

等の還付による収入などによるものです。 
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〔投資活動によるキャッシュ・フロー〕

　投資活動で得た資金は、前年同四半期に比べ386百万円増加し305百万円となりました。主な要因は、投資

有価証券の取得による支出があったものの、売却および償還による収入があったことなどによるもので

す。

　

〔財務活動によるキャッシュ・フロー〕

　財務活動で使用した資金は、前年同四半期に比べ113百万円減少し1,009百万円となりました。主な要因

は、短期借入金の返済による支出によるものです。

　

(4) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において新たに発生した事業上および財務上の対処すべき課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画
第１四半期会計期間末において重要な設備の新設、除却等の計画はありませんでした。

また、当第２四半期会計期間において新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成22年３月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成22年５月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,701,228 8,701,228
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は、1,000株
であります。

計 8,701,228 8,701,228 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年３月31日 ― 8,701,228 ― 1,083,500 ― 1,076,468
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(5) 【大株主の状況】

平成22年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

扶桑電通従業員持株会 東京都中央区築地５丁目４番18号 1,413 16.24

太　田　シズヱ 東京都港区 954 10.96

太　田　雅　子 東京都港区 406 4.67

太　田　三紀子 東京都港区 385 4.43

滝　内　裕　子 東京都港区 371 4.27

株式会社みずほ銀行
(常任代理人 資産管理サービス信託銀行
株式会社)

東京都千代田区内幸町１丁目１番５号
(東京都中央区晴海１丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエアオ
フィスタワーＺ棟)

348 4.01

建　部　六　郎 埼玉県新座市 106 1.22

ロイヤルバンクオブカナダトラストカン
パニー(ケイマン)リミテッド（常任代理
人 立花証券株式会社)

24 SHEDDEN ROAD PO BOX 1586 GEORGE
TOWN GRAND CAYMAN KY1-1110 CAYMAN
ISLANDS
(東京都中央区日本橋茅場町１丁目13番
14号)

94 1.08

加　藤　盛　三 神奈川県伊勢原市 80 0.92

大　平　昭　夫 東京都練馬区 75 0.86

山　崎　周　次 宮城県仙台市宮城野区 75 0.86

計 ― 4,308 49.51

(注) 上記の他、自己株式184千株(2.11％)があります。

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ―  ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式）

普通株式　  184,000
―

権利内容に何ら限定のない、当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式　8,382,000 8,382 同上

単元未満株式 普通株式    135,228― 同上

発行済株式総数 8,701,228 ― ―

総株主の議決権 ― 8,382 ―

(注)　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式314株が含まれております。
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② 【自己株式等】

　 　 平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
扶桑電通株式会社

東京都中央区築地
５丁目４番18号

184,000 ― 184,000 2.11

計 ― 184,000 ― 184,000 2.11

(注)　当第２四半期会計期間末日現在における当社所有の自己株式数は、184,314株であります。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成21年10月 11月 12月 平成22年1月 2月 3月

最高(円) 346 309 318 321 286 297

最低(円) 302 270 266 280 278 275

(注)　株価については、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期会計期間(平成21年１月１日から平成21年３月31日まで)及び前第２四半期累計期間

(平成20年10月１日から平成21年３月31日)までは、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期

会計期間(平成22年１月１日から平成22年３月31日まで)及び当第２四半期累計期間(平成21年10月１日か

ら平成22年３月31日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間(平成21年１月１日か

ら平成21年３月31日まで)及び前第２四半期累計期間(平成20年10月１日から平成21年３月31日まで)に係

る四半期財務諸表については、監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、当第２四半期会計期間(平

成22年１月１日から平成22年３月31日まで)及び当第２四半期累計期間(平成21年10月１日から平成22年３

月31日まで)に係る四半期財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けて

おります。

なお、監査法人トーマツは監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人

トーマツとなっております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期会計期間末
(平成22年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,312,462 1,331,160

受取手形及び売掛金 10,719,810 7,255,267

有価証券 295,471 526,222

商品 217,153 72,148

仕掛品 1,349,265 1,400,727

繰延税金資産 526,727 543,739

未収還付法人税等 － 260,959

その他 578,235 214,828

貸倒引当金 △87,952 △59,563

流動資産合計 14,911,173 11,545,490

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,372,824 1,347,616

減価償却累計額 △795,051 △778,061

建物及び構築物（純額） 577,772 569,555

土地 218,410 218,410

その他 492,838 473,485

減価償却累計額 △405,624 △424,917

その他（純額） 87,214 48,568

有形固定資産合計 883,397 836,533

無形固定資産

ソフトウエア 22,739 19,039

その他 22,131 22,131

無形固定資産合計 44,870 41,170

投資その他の資産

投資有価証券 5,493,052 6,018,707

リース投資資産 623,219 682,055

差入保証金 478,817 467,908

繰延税金資産 2,858,385 2,977,144

その他 56,150 56,809

貸倒引当金 △31,890 △32,829

投資その他の資産合計 9,477,734 10,169,795

固定資産合計 10,406,003 11,047,500

資産合計 25,317,176 22,592,990
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(単位：千円)

当第２四半期会計期間末
(平成22年３月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 9,219,573 6,388,211

未払法人税等 35,053 －

前受金 410,180 587,534

賞与引当金 850,093 885,357

受注損失引当金 1,870 －

その他 1,211,029 1,200,561

流動負債合計 11,727,800 9,061,665

固定負債

退職給付引当金 6,310,249 6,437,735

役員退職慰労引当金 132,029 173,722

リース債務 619,450 521,756

その他 28,387 8,766

固定負債合計 7,090,115 7,141,979

負債合計 18,817,916 16,203,644

純資産の部

株主資本

資本金 1,083,500 1,083,500

資本剰余金 1,076,468 1,076,468

利益剰余金 4,741,833 4,703,428

自己株式 △85,730 △85,550

株主資本合計 6,816,071 6,777,845

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △316,810 △388,499

評価・換算差額等合計 △316,810 △388,499

純資産合計 6,499,260 6,389,346

負債純資産合計 25,317,176 22,592,990
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成21年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高 ※１
 22,556,297

※１
 20,191,211

売上原価 18,901,208 16,801,737

売上総利益 3,655,088 3,389,473

販売費及び一般管理費 ※２
 3,149,683

※２
 3,209,415

営業利益 505,405 180,058

営業外収益

受取利息 1,233 6,258

受取配当金 23,278 26,087

仕入割引 15,602 13,200

保険解約返戻金 － 11,356

その他 27,674 33,803

営業外収益合計 67,789 90,705

営業外費用

支払利息 1,687 2,451

投資有価証券評価損 － 15,297

賃貸原価 3,508 4,629

事務所移転費用 － 17,635

その他 1,873 6,680

営業外費用合計 7,070 46,694

経常利益 566,125 224,070

特別利益

投資有価証券売却益 － 24,340

特別利益合計 － 24,340

特別損失

投資有価証券評価損 255,840 9,283

固定資産除却損 50 －

研修設備改修費用 － 35,999

特別損失合計 255,891 45,282

税引前四半期純利益 310,234 203,127

法人税、住民税及び事業税 25,802 27,049

法人税等調整額 130,764 86,568

法人税等合計 156,566 113,617

四半期純利益 153,667 89,509
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【第２四半期会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期会計期間
(自 平成21年１月１日
　至 平成21年３月31日)

当第２四半期会計期間
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高 ※１
 14,605,813

※１
 13,558,589

売上原価 12,101,997 11,272,162

売上総利益 2,503,815 2,286,427

販売費及び一般管理費 ※２
 1,559,495

※２
 1,621,953

営業利益 944,320 664,474

営業外収益

受取利息 815 3,761

受取配当金 17,429 17,184

投資有価証券評価損戻入益 － 31,712

仕入割引 8,286 6,024

その他 17,962 20,087

営業外収益合計 44,494 78,771

営業外費用

支払利息 1,440 1,795

賃貸原価 1,747 3,023

事務所移転費用 － 17,635

その他 726 4,263

営業外費用合計 3,914 26,717

経常利益 984,900 716,528

特別利益

投資有価証券売却益 － 24,340

貸倒引当金戻入額 △699 △3,446

投資有価証券評価損戻入益 － 1,272

特別利益合計 △699 22,166

特別損失

投資有価証券評価損 27,097 －

固定資産除却損 34 －

研修設備改修費用 － 35,999

特別損失合計 27,132 35,999

税引前四半期純利益 957,068 702,696

法人税、住民税及び事業税 12,847 13,560

法人税等調整額 390,878 285,979

法人税等合計 403,726 299,540

四半期純利益 553,342 403,156
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成21年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 310,234 203,127

減価償却費 59,221 46,591

固定資産除却損 50 －

保険解約返戻金 － △11,356

投資有価証券評価損益（△は益） 255,840 24,581

投資有価証券売却損益（△は益） － △24,340

貸倒引当金の増減額（△は減少） 15,428 27,448

賞与引当金の増減額（△は減少） △22,293 △35,263

受注損失引当金の増減額（△は減少） － 1,870

退職給付引当金の増減額（△は減少） △198,980 △127,485

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,096 △41,692

受取利息及び受取配当金 △24,512 △32,346

支払利息 1,687 2,451

売上債権の増減額（△は増加） △3,635,396 △3,641,896

たな卸資産の増減額（△は増加） 866,161 △93,542

仕入債務の増減額（△は減少） 1,480,674 2,852,361

その他 △11,488 31,650

小計 △897,275 △817,840

利息及び配当金の受取額 24,500 29,160

利息の支払額 △1,687 △2,451

保険解約返戻金の受取額 － 11,356

法人税等の還付額 － 273,476

法人税等の支払額 △472,007 △9,965

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,346,469 △516,264

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △135,011 △402,874

投資有価証券の売却による収入 － 357,144

投資有価証券の償還による収入 104,076 98,063

有形固定資産の取得による支出 △16,183 △13,172

無形固定資産の取得による支出 － △3,544

長期貸付けによる支出 － △4,050

敷金の差入による支出 － △48,149

敷金の回収による収入 － 37,485

その他 9,357 1,822

投資活動によるキャッシュ・フロー △37,761 22,726
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(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成21年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 2,150,000 1,000,000

短期借入金の返済による支出 △2,150,000 △1,000,000

自己株式の取得による支出 △266 △179

配当金の支払額 △101,631 △51,203

財務活動によるキャッシュ・フロー △101,897 △51,382

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,486,128 △544,920

現金及び現金同等物の期首残高 2,758,415 1,855,383

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,272,286

※
 1,310,462
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期会計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期累計期間
(自　平成21年10月１日　至　平成22年３月31日)

収益の計上基準の変更

　工事契約等に係る収益の計上基準については、従来、検収基準を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計

基準」(企業会計基準第15号　平成19年２月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第18号　平成19年12月27日)が第１四半期会計期間より適用されることになったことに伴い、第１四半期

会計期間に着手した契約から、当第２四半期累計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約

については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の契約については工事完成基準(検収

基準)を適用しております。 

　これによる、売上高、営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響はありません。　
 

　

【簡便な会計処理】

当第２四半期累計期間
(自　平成21年10月１日　至　平成22年３月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

一般債権の貸倒見積高の算定に関しては、前事業年度末の貸倒実績率等を必要に応じて合理的な方法により

補正して貸倒見積高を算定しております。
 

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

当第２四半期会計期間末
(平成22年３月31日)

前事業年度末
(平成21年９月30日)

　１ 保証債務

　(1) 従業員の借入に対する保証
　  　被保証者　　　　　　　　　　　　　　従業員
　  　種類　　　　　　　　　　　　　　　連帯保証
　  　金額　　　　   　　　　　　　　  3,801千円
 

　(2) 営業債務に対する保証

　    被保証者　　　　　　 株式会社ブイトゥーエス
　　  種類　　　　　　　　　　 　　　　　連帯保証　　　
　 　 金額　　　　　　　　　　　　      1,417千円
 

　１ 保証債務

　(1) 従業員の借入に対する保証
　　  被保証者　　　　　　　　　　　　　　従業員
　　  種類　　　　　　　　　　　　　　　連帯保証
　　  金額　　　　　　　　　　　　　 　5,575千円
 

　(2) 営業債務に対する保証

　　  被保証者　　　　　　株式会社ブイトゥーエス
　 　 種類　　　　　　　　　　　　　　　連帯保証
　 　 金額　　　　　　　　　　　　　　14,927千円
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(四半期損益計算書関係)

　
第２四半期累計期間

前第２四半期累計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成21年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年10月１日 
  至　平成22年３月31日)

※１ システム導入および更新時期が、お客様の決算期で
ある３月、９月に集中する傾向にあるため、売上高は
第２四半期、第４四半期に集中、増加する特性があり
ます。

※１ 　　　　　　　　　同左

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの
 従業員給与手当　　　　　 　　　1,388,262千円　
 賞与引当金繰入額　　　　　　　 　506,354千円
 貸倒引当金繰入額　　　　　　　    15,641千円
 退職給付引当金繰入額　 　　　     82,335千円
 役員退職慰労引当金繰入額　 　 　  17,047千円

 

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの
 従業員給与手当　 　　  　　　  1,402,545千円　
 賞与引当金繰入額　　　　   　  　501,190千円
 貸倒引当金繰入額　　　　     　   29,748千円
 退職給付引当金繰入額　　　        86,093千円
 役員退職慰労引当金繰入額      　  12,330千円

　

　

　

第２四半期会計期間

前第２四半期会計期間
(自　平成21年１月１日 
  至　平成21年３月31日)

当第２四半期会計期間
(自　平成22年１月１日 
  至　平成22年３月31日)

※１ システム導入および更新時期が、お客様の決算期で
ある３月、９月に集中する傾向にあるため、売上高は
第２四半期、第４四半期に集中、増加する特性があり
ます。

※１ 　　　　　　　　　同左

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの
 従業員給与手当　　　　　　　　 　710,804千円　
 賞与引当金繰入額　　　　　　 　　223,199千円
 貸倒引当金繰入額　　　　　　　    15,641千円
 退職給付引当金繰入額　 　　　　   41,192千円
 役員退職慰労引当金繰入額　 　 　  10,442千円

 

※２ 販売費及び一般管理費の主なもの
 従業員給与手当　 　　　　   　 　717,522千円　
 賞与引当金繰入額 　　　　　　    237,504千円
 貸倒引当金繰入額 　　　　　       28,121千円
 退職給付引当金繰入額　   　　     43,046千円
 役員退職慰労引当金繰入額  　    　 5,878千円

　

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期累計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成21年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自　平成21年10月１日 
  至　平成22年３月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 978,718千円

有価証券 295,568千円

　　　計 1,274,286千円

預入期間が３か月超の定期預金 △2,000千円

現金及び現金同等物 1,272,286千円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,312,462千円

有価証券 295,471千円

　　　計 1,607,934千円

預入期間が３か月超の定期預金

株式及び償還期間３か月を超える
債券

△2,000千円

△295,471千円

 

現金及び現金同等物 1,310,462千円
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(株主資本等関係)

 当第２四半期会計期間末(平成22年３月31日)及び当第２四半期累計期間(自　平成21年10月１日　至　平成

22年３月31日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 8,701,228

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 184,314

　

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年12月17日
定時株主総会

普通株式 51,105 6 平成21年９月30日 平成21年12月18日 利益剰余金

　

(2)基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月11日
取締役会

普通株式 51,101 6 平成22年３月31日 平成22年６月７日 利益剰余金

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

当第２四半期会計期間末(平成22年３月31日)

　その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものでなく、かつ、前事業年度の末日に

比べて著しい変動が認められないため、開示する事項はありません。

　

(持分法損益等)

利益基準及び利益剰余金基準等からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しておりま

す。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第２四半期会計期間末
(平成22年３月31日)

前事業年度末
(平成21年９月30日)

　 　

１株当たり純資産額 763.10円
　

　 　

１株当たり純資産額 750.14円
　

　

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期累計期間

前第２四半期累計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成21年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成22年３月31日)

１株当たり四半期純利益金額 18.03円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利
益額については、潜在株式が存在しないため
記載しておりません。

― 円
 
 

　

１株当たり四半期純利益金額 10.51円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利
益額については、潜在株式が存在しないため
記載しておりません。

― 円
 
 

　

　

(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成21年３月31日)

当第２四半期累計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成22年３月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 153,667 89,509

普通株式に係る四半期純利益(千円) 153,667 89,509

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 8,522,497 8,517,285

　

第２四半期会計期間

前第２四半期会計期間
(自  平成21年１月１日
至  平成21年３月31日)

当第２四半期会計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年３月31日)

１株当たり四半期純利益金額 64.93円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額
　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利
益額については、潜在株式が存在しないため
記載しておりません。

― 円
 
 

　

１株当たり四半期純利益金額 47.33円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額
 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利
益額については、潜在株式が存在しないため
記載しておりません。

― 円
 
 

　

(注)  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

項目
前第２四半期会計期間
(自  平成21年１月１日
至  平成21年３月31日)

当第２四半期会計期間
(自  平成22年１月１日
至  平成22年３月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 553,342 403,156

普通株式に係る四半期純利益(千円) 553,342 403,156

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 8,522,343 8,517,214
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(重要な後発事象)

 該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第65期(平成21年10月１日から平成22年９月30日まで)中間配当については、平成22年５月11日開催の取

締役会において、平成22年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配

当を行うことを決議いたしました。

 

　① 配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　51,101千円

　② １株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　６円00銭　　　

　③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成22年６月７日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成21年５月12日
　

扶桑電通株式会社
 
　取締役会　御中

　

監査法人　トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　鶴　　野　　隆　　一　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　大　　髙　　俊　　幸　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている扶桑

電通株式会社の平成20年10月１日から平成21年９月30日までの第64期事業年度の第２四半期会計期間（平成

21年１月１日から平成21年３月31日まで）及び第２四半期累計期間(平成20年10月１日から平成21年３月31

日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、扶桑電通株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成22年５月11日
　

扶桑電通株式会社
 
　取締役会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
　 公認会計士　　鶴　　野　　隆　　一　　印

　

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
　 公認会計士　　大　　竹　　貴　　也　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている扶桑

電通株式会社の平成21年10月１日から平成22年９月30日までの第65期事業年度の第２四半期会計期間（平成

22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び第２四半期累計期間(平成21年10月１日から平成22年３月31

日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、扶桑電通株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

扶桑電通株式会社(E03264)

四半期報告書

26/26


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)大株主の状況
	(6)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期財務諸表
	(1)四半期貸借対照表
	(2)四半期損益計算書
	第２四半期累計期間
	第２四半期会計期間

	(3)四半期キャッシュ・フロー計算書
	継続企業の前提に関する事項
	四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	注記事項


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

